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中期目標に対する意見について 

 

 

 公立大学法人北九州市立大学に係る中期目標について、地方独立行政法人法

第２５条第３項の規定により、意見を求めます。 

 



 

公立大学法人北九州市立大学 中期目標（案） 

 

基本的な目標 

  公立大学法人北九州市立大学は、産業技術の蓄積、アジアとの交流の歴史及び環境問題

への取組といった北九州地域の特性を活かし、①豊かな未来に向けた開拓精神に溢れる人

材の育成、②地域に立脚した高度で国際的な学術研究拠点の形成、③地域の産業、文化及

び社会の発展並びに魅力の創出への貢献、④アジアをはじめとする世界の人類及び社会の

発展への貢献を基本理念とする。 

  この基本理念の実現に向けて、次の基本的な目標の達成を目指す。 

１ 教育 

  質の高い教養教育と専門教育を学生に提供し、豊かな教養と国際感覚に加え、確かな専

門性を兼ね備えた人材を育成する。また、２１世紀のフロンティアを切り開く高度な専門

知識を持つ職業人と優れた研究能力を持つ人材を育成する。 

２ 研究 

  先端的・学際的な領域では、特色ある分野の研究において国際水準の研究成果を創出す

るとともに、各専門分野では、国内をリードする研究の達成を図る。 

３ 社会貢献 

  地域社会の教育・経済・文化的なニーズに応えて、教育研究の成果を積極的に地域社会

に還元し、地域社会の課題解決と地域活力の創造に貢献する。 

また、国際的な学術交流と人材育成を通じて、アジアをはじめとする国際社会の発展に

貢献する。 

４ 組織運営 

  迅速で柔軟な意思決定システムと点検・評価体制を構築し、常に組織運営の改善を図る。

また、地域社会に期待される大学としての説明責任を果たすとともに、運営の透明性の確

保に努める。  

 

Ⅰ 中期目標の期間 

  平成１７年４月１日から平成２３年３月３１日までの６年間 

Ⅱ 教育研究の質の向上に関する目標 

１ 教育 

（１）教育内容と成果 

ア 学部における教養教育では、大学での学習への適応力と学習意欲を高め、英語等

によるコミュニケーション能力やＩＴ活用能力、課題解決に向けた実践的能力を重

点的に育むとともに、学部専門教育のための基礎能力を養う。 

イ 学部における専門教育では、それぞれの分野における専門基礎学力の修得を図る

とともに、広い視野から物事を俯瞰できる力と社会で通用する実践的能力をより高

める。 

ウ 大学院教育では、それぞれの専門領域における優れた研究能力と高度な専門知識



 

に加えて、学際的視野と国際性を身に付けさせ、アジアをはじめとした国際社会や

北九州地域の発展に貢献できる人材を養成する。 

エ 専門的知識と能力の育成に特化した実践的教育を実施し、マネジメント能力に優

れた高度専門職業人を養成する。 

（２）教育方法と学習指導 

ア 各学部・大学院の教育目標を実現する体系的な教育課程に即した、多様で効果的

な授業形態や学習指導方法により、学生にとって魅力ある授業を提供する。 

イ 学生が主体的な学習に十分取り組むことができるように、学習相談・学習支援体

制を整備する。 

ウ 授業科目の到達目標と成績評価基準を明示し、学生の学習意欲を高める成績評価

システムを構築する。 

エ 学生による授業評価など教育活動の評価システムを導入し、教員の組織的研修な

どにより教育の質の向上・改善を図る。 

（３）優秀な学生の確保 

ア 大学の育成すべき学生像に沿って学生の受入れ方針を明確に定め、多様な選抜方

法を開発・導入する。 

イ 大学院においては、他大学や海外の大学の出身者、職業経験者の入学を促す方策

を講じる。 

（４）学生への生活支援・就職支援 

ア キャンパス生活の充実に向けて、学生の生活相談、進路相談、メンタルヘルスな

どに的確に応えることができる支援体制を整備するとともに、学内外における学生

の自主的活動への支援を強化する。 

イ 学生の就職活動への相談・支援体制を強化する。 

（５）教育の実施体制の整備 

教育研究の進展や時代の変化、社会的要請に柔軟に対応するとともに、大学の教育

目標を実現するために必要な教育研究組織を整備する。 

２ 研究 

（１）目指すべき研究の方向と水準 

ア 学術文化の探求を通じて社会と地域の発展に寄与するため、研究活動の高度化を

図る。 

イ 次世代産業の創出や地域産業の高度化につながる分野、公共政策など地域の課題

に関する実践的分野、地理的近接性がある東アジア地域をテーマとした分野などを

重点研究分野として、個性的な研究活動を展開する。 

（２）研究の実施体制の整備 

ア 学内外での横断的な共同研究を活発化させるなど、研究実施体制を強化する。 

イ 全学的観点から、重点研究分野に弾力的に教員を活用できる体制を整備する。ま

た、特徴的で質の高い研究ができるように、効果的な研究環境を整備する。 

ウ 産学官の連携による優れた研究成果を地域社会に還元し、地域の課題解決や地域

産業の活性化に寄与する。また、産学官の連携に関する利益相反の方針・ルールを

明確にする。 



 

（３）研究評価と成果の管理 

ア 研究成果や業績等の評価システムを開発・導入し、評価結果を研究の質の向上に

つなげる体制を構築する。 

イ 知的財産の創出、取得、管理及び活用を推進する体制を整備する。 

３ 社会貢献 

（１）教育機関との連携 

ア 北九州市立大学が中心となって、特色ある北九州地域大学コンソーシアムの形成

を目指す。 

イ 地域の高校や小・中学校と連携し、地域の特色ある教育の充実に寄与する。 

（２）地域社会との連携 

地域社会に開かれた大学として、知的活動の成果や施設などを積極的に開放する。

また、自治体などの公共的団体との連携を進める。 

（３）国際交流の推進 

ア 東アジア地域との教育研究の連携強化や国際協力の推進により、「アジアに開かれ

た学術研究拠点の形成」を目指す。 

イ 海外の大学・研究機関との学術交流・人的交流を進め、国際的視野からの教育研

究の充実を図る。また、外国人研究者や留学生を積極的に受け入れるとともに、学

生の留学を進める。 

ウ 地域団体などとの連携を図りつつ、市民の多文化理解の向上や地域の国際化を推

進する。 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 経営戦略を実現する機動的な運営 

（１）機動的な運営体制の確立 

ア 理事長及び学長の権限と責任の明確化により、迅速かつ適切な意思決定の仕組み

を確立し、戦略的で機動的な大学運営を実現する。 

イ 各学部等は、大学全体の運営方針に立脚して、学部長等を中心とする機動的な運

営の仕組みを確立する。 

（２）学内資源の効果的な活用 

ア 限られた学内資源を効果的に活用するため、全学的観点から人員配置や予算配分

などを行う。また、戦略的な資源配分を可能にする柔軟なシステムを確立する。 

イ 教員と事務職員がそれぞれの使命・役割に応じた一体的な業務運営を行い、総合

力のある運営体制を構築する。 

（３）外部の知見の積極的な活用 

社会の期待に応えるため、学外の有識者や専門家を必要に応じて登用するなど社会

に開かれた大学運営を目指す。 

２ 人事の適正化 

（１） 教職員の人事評価システムを整備し、評価結果に基づく適切な処遇を行い、活動

意欲の向上を図る。 

（２） 教職員が最大限能力を発揮できるように、雇用・勤務・給与等の形態の多様化を



 

図るとともに、柔軟な運用を可能とする人事制度を構築する。 

（３） 性別、国籍などにとらわれない透明性の高い登用により、優秀な人材を適切に確

保する。 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自立性の高い財務運営の確立 

（１） 財源の多様化を図るため、外部資金を積極的に獲得するための体制を充実し、安

定的な財政基盤の確立に努める。 

（２） 収入を伴う自主事業の拡大と適切な料金の設定により自主財源を充実し、教育研

究環境の向上を図る。 

（３） 全学的観点から管理運営業務の効率化や人員配置の適正化などを進め、管理的経

費の抑制を図る。 

２ 適正な資産管理 

  資産を全学的に運用・管理する仕組みを整備するとともに、資産の効果的・効率的な

活用を図る。 

Ⅴ 教育研究及び組織運営に関する自己点検評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する

目標 

公立大学法人としての説明責任を果たすため、自己点検評価や第三者評価を厳正に実施

するとともに、評価結果を運営等の改善に反映させる。また、評価結果をはじめとした情

報を積極的に公開し、大学に対する社会の理解の促進に努める。 

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設・設備の整備等 

教育研究活動の活性化や学生活動の支援、地域貢献の充実に資するため、長期的な計

画に基づき、施設・設備を整備する。 

２ 安全管理等 

 日常の安全衛生管理と事故防止のための体制を整備し、安全なキャンパスづくりを進

める。また、情報セキュリティ対策の充実を図る。 

３ 人権の啓発 

 教職員及び学生の人権意識の向上を目指した取組を積極的に実施する。 



 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.学生生活支援－専門スタッフ配置、安全・予防対策、実態調査、

自主活動支援 

１．文系４学部の再編－昼夜開講制、教

授半数制見直し 

   学部・学科の再編 

２．文系修士課程と社会システム研究科の再編

 

１．専門職大学院の検討 

   大学院の再編 

４.少人数、フィールド型、資格取得推奨型教育－演習科目充実、シラバス 

１.人間文化・社会・自然の総合的学習－カリキュラム整備 

２.教養教育の見直し・専門教育との連携－大学院、産研、ICSEADとの連携 

３.社会で通用する実践的教育－職業人養成、博士学位取得、TA・OH検討 

    一貫した体系的な教育プログラムの整備 

１.全学的な支援体制の確立・強化－インターンシップ、民間のノウハウ

（仮称）キャリア支援センターの設置 

    授業評価（学生評価、教員自己評価等） 

市民向け修学制度の創設・公開講座充実 

経営（組織運営） 

教  育 研  究 

社 会 貢 献 

教育研究組織の整備 

１．機動的な大学運営ー理事長・学長のリーダーシップ、学部長等会議、教授会審議事項精選、常任委員会の活用

４．意思決定の迅速化－各種委員会の見直し 

２．機動的な学部運営－権限の明確化、補佐体制、選出方法の見直し、配分システム導入 

５．外部の知見の積極的活用－学外専門家、地域意見の反映 

１．教員評価システムの導入－研究費・昇任・賞与等への反映、サバティカル 

４．事務職員の人事・評価制度－研修計画、人事交流、派遣・留学、専門的人材の配置 

２．定年制の弾力的運用や教員再任用制度（任期制）－多様化、年俸制、外国人教師、女性の登用 

３．教員配置の見直し 

６．自己点検評価体制－体制の確立、評価結果等の活用、公表、中期計画の見直し 

  組織運営 

  人事管理 

３．企画戦略組織の体制整備－教職員の一体的システム 

２．外部研究資金の年間５億円確保－柔軟なシステム、獲得支援、柔軟な執行手続き、科研費申請義務化 

１．理事長・学長による戦略的な配分ｼｽﾃﾑ－研究分野の選択・重点化、効果的な研究費配分、 

４．授業料等の負担のあり方の全般的検討 

３．事務の効率化・経費節減－民間委託、発注方法の見直し、総人件費管理 

１．キャンパス等の施設整備計画－環境・女性に配慮した施設・設備、課外活動施設、サテライトキャンパス、自習用設備

  財務運営 

  施設整備 

２．安全管理体制－体制整備、健康管理、研修・啓発、周辺環境、情報セキュリティ、セクハラ、人権啓発 

   広 報 
１．大学全体の広報体制の強化－東京事務所等の活用 

５．資産の管理体制整備－有料貸与のあり方、施設・機器の活用、知的財産 

１.英検準１級、TOEIC６５０点以上等－育成システム、東アジア言語 

２.ＴＯＥＩＣ活用の単位認定等－検定奨励、海外プログラム、 

３.ＣＡＬＬシステムの整備・活用－視聴覚設備活用 

４.情報教育の強化－設備整備、図書の充実   

（仮称）共通教育センターの設置 

１.ＡＯ入試の導入－秋季入学、成績調査 

２.志願者6,000名以上（一般）確保－奨学金等支援 

（仮称）入試センターの設置 

３.大学説明会の開催等－高大連携 １.ＧＰＡ制度の全学導入－早期卒業、表彰制度、成績表送付 

    成績評価システム 

２.学術情報センターによる成績データ管理 

    社会人の積極的な受入 
１.社会人対象の教育システム充実－総合的選抜方法 

１．環境・情報・バイオ・ナノ等の学際的・先端的研究展開 

３．独自の東アジア研究の推進－研究交流、共同研究推進 

４．ICSEAD等との連携強化－人事・研究交流実施 

２．システムLSI新産業の創出（北九州ﾋｭｰﾏﾝﾃｸﾉｸﾗｽﾀｰ構想） 

５．地域課題等の政策的・学際的研究を開拓・支援－実践的・応用的研究、地域人材

育成、地域ニーズ・課題の調査・研究 

重点的、先端的研究分野での優れた研究成果創出 

２．企業経営・企業法務等の相談事業 

     研究成果の地域社会還元・産業支援 
１．中小企業の技術支援－北九州エコタウンとの連携、大学発ベンチャ

ーの育成等、指導部門との連携、 

２．利益相反の方針・ルール策定 

３．知的財産等に関する全学的ルールの確立 

     産学官連携推進の全学的組織体制整備 
１．技術開発センター群の設置 

４．FAISと連携した研究成果の知的財産化－研究成果の公表 

企業等との包括的な連携等による研究プロジェクト誘致、共同研究 
１．学内における研究実施体制の強化－スペース・施設の確保、国家プロジェクト対策、研究環境整備 

２．国内外の大学との共同研究－推進の仕組み構築、国際プロジェクト参加 

国・自治体との連携 
１．自治体職員の能力開発等に対するプログラム開発－各種委員会等参加、後援会・同窓会、NPOとの連携 

国際交流の推進 
１．国際教育交流センターの運営体制の整備－国際協力事業、学術交流促進 

２．東アジア地域の優秀な学生の受入・支援体制構築－交換留学・単位互換、研究者受入 

３．市民向け多文化理解講座の企画・実施－地域ボランティア等との連携 

他大学等との連携 
１．北九州地域コンソーシアムの形成（単位互換・共同授業等）－学研都市内での連携、体制整備 

初中等教育機関等との連携 

２．高校の「総合学習」への協力・支援－環境教育プログラム、小中高生向け実践教育 

１．高校生の体験入学・科目等履修生制度検討 

地域企業活性化の人材育成拠点形成（ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ等） 

１.教育評価システム－教員評価、学生の意見反映、FD、博士学位取得奨励 

１．地域再就職希望者支援訓練事業 

１．市民向け相談窓口－受験講座開設、マネジメント講座とサテライトキャンパス、大学施設開放 
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公立大学法人北九州市立大学 中期計画（案） 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

 

（１）教育内容と成果に関する具体的方策 

 

① 人間・文化、社会、自然の３分野の知的資産を総合的に学ぶことにより、広範な

視野と基礎的素養を育てる。                      （１） 

 

ア 教養教育の見直し 

① 学生の勉学意欲及び就労意欲を育てるため、地域性、実践性、学際性、時事性を

重視した授業科目の充実等教養教育科目の見直し及び学生の職業選択にかかわる授

業科目の設定並びに教養教育と専門教育との連携を強化する。       （２） 

  ② 現行の全学教育システムを抜本的に見直し、平成１９年度を目途に英語、情報教

育等を全学的に実施する「（仮称）共通教育センター」※1の設置を図る。   （３） 

 

 イ 語学教育 

① 英語によるコミュニケーション能力の向上を図るために、単位認定における

TOEIC等の活用、到達度別クラス編成、英語による授業の実施などを盛り込んだ実

践的な英語教育システムを導入する。                  （４） 

  ② 卒業時に実践で使える英語を身に付けさせるため、英検準 1 級又は TOEIC※2  

６５０点以上、もしくは TOEFL(PBT)※3５２０点以上の取得を目指す。具体的には、

各学部において毎年度、目標到達学生の割合について数値目標を定めて取り組む。 

                                      （５） 

  ③ 語学力の特に優れた学生を育成するシステムの構築を検討する。     （６） 

  ④ 東アジア地域の言語に関する教育システムを拡充する。         （７） 

⑤ 外国語教育用のＣＡＬＬシステム※4を整備し、活用する。        （８） 

                                                   
※1 「（仮称）共通教育センター」‥語学教育、情報処理教育並びにその他の教養教育を体系的に企画、調
整、実施する部門。 
※2 TOEIC650点以上‥Test of English for International Communicationの略。英語によるコミュニケー
ション能力を幅広く評価する世界共通のテストで、650点以上は日常生活や社会生活に必要な英語を理解
し、特に口頭で表現できる中級程度。 
※3 TOEFL520点以上‥Test of English as a Foreign Languageの略。英語を母国語としない人を対象と
した英語能力テストで、PBT(Paper based test)と CBT(Computer based test)の２種類があり、PBTで 520
点以上は TOEIC650点以上と同等のレベル。日常生活や社会生活に必要な英語を理解し、特に口頭で表現
できる程度。 
※4 CALLシステム‥Computer Assisted Language Learningの略。コンピュータを活用して、個人の学
力に応じた学習、双方向授業をさまざまな文字情報や映像を教材として取り込んで行うことができる。 
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⑥ 実践的英語能力を高めるため、語学検定試験の受験やスピーチコンテストへの参

加などを奨励する仕組みを整備する。                  （９） 

⑦ 海外の大学の英語習得プログラムの積極利用や海外留学の拡充を図る。 （１０） 

  

ウ 情報処理教育・図書館 

① 実践的な情報リテラシー※5 能力の向上を図るために、現行の情報処理教育をさら

に強化する。                            （１１） 

② 情報技術の進展や普及に対応して、情報処理教育用の教室の整備拡充、講義室の

学内ネットワーク環境の整備、学生がパソコンを活用できるような教育環境を整備

する。                               （１２） 

③ 学術情報総合センター（図書館）における学術研究・教育図書を充実させるとと

もに、電子図書館的機能の強化並びに施設等の整備を図る。       （１３） 

 

 エ 学部専門教育 

① 理論と実践を統合する授業科目、応用力を養う授業科目などを開講することによ

り、社会で通用する実践的教育を強化する。              （１４） 

② 専門教育のカリキュラム編成においては、専門基礎・コア科目（基幹的科目）の

絞込みと集中を基本とし、討論中心の少人数教育、社会と連携したフィールド型教

育（野外演習的教育）、資格取得推奨型教育の充実を図る。        （１５） 

③ 専門分野の高度化に対応するために、学部と大学院との連携教育プログラムを構

築する。                              （１６） 

 

 オ 大学院の充実 

① 東アジア社会に関する教育研究を高度化するために、平成１７年度から社会シス

テム研究科と(財)国際東アジア研究センター（ICSEAD）との連携講座を開設し、平

成１９年度を目途に社会システム研究科博士課程を拡充する。       （１７） 

② 北九州産業社会研究所を活用して、大学院教育の充実を図り、北九州地域の発展

に貢献できる人材を養成する。                    （１８） 

③ 教育研究の高度化、先端化と、国際性、学際性を備えた人材育成に対応したカリ

キュラムの再編を行い、国際水準の研究者および高度な職業人を養成する。 （１９） 

④ 大学院教育の質的充実と体系化を図るため、文系修士課程（５研究科）と社会シ

ステム研究科博士課程との再編等を図る。               （２０） 

⑤ 大学院生の博士学位の取得率向上を目指す。             （２１） 

 

 カ 専門職大学院の設置 

① 実践的に社会で活躍できるような専門職業人を育成するために、平成１９年度を

                                                   
※5 情報リテラシー‥情報機器やネットワークを活用して、情報を取り扱ううえで必要となる基本的な知識
や能力のこと。 
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目途に専門職大学院として法科大学院（ロースクール）、経営大学院（ビジネススク

ール）及び技術経営（MOT※6）コース等の開設を検討する。       （２２） 

 

 

（２）教育方法と学習指導に関する具体的方策 

ア 体系的な教育課程 

① 本学の教育理念・教育目的に即して各専門分野の教育目標を明確にし、その目標

を達成するための一貫した体系的な教育プログラム、カリキュラムを整備する。 

                                       （２３） 

② すべての授業科目において、教育目標、授業形態・指導方法、成績評価基準を明

示したシラバス※7（授業計画）を作成する。               （２４） 

③ 対話・討論を重視する少人数授業科目、演習科目の充実によって自己表現能力と

実践的能力を育成する。                       （２５） 

 

 イ 授業方法や学習指導の開発 

  ① 教員の授業内容や教育方法などの改善・向上を図り、学生に分かる授業、満足度

が高い授業を実現する。                       （２６） 

 

 ウ 学習支援体制の整備 

① 学内の自習用設備の充実を図る。                  （２７）

② 外国語教育用のＣＡＬＬシステムを整備し、活用する。【再掲８】 

③ 情報教育において、視聴覚設備や電子情報メディア機能を活用する。  （２８） 

④ 学習相談・学習支援体制を充実させるため、北方キャンパスにおいてもクラス担

任制度、ティーチング・アシスタント制度※8、オフィスアワー制度※9 等の実施を検

討する。                              （２９） 

 

 エ 成績評価システムの開発 

① 成績評価の手法として、平成１８年度を目途にＧＰＡ制度※10を全学的に導入する。 

                                     （３０） 

 

 
                                                   
※6 MOT‥Management of technologyの略。技術の研究・開発・投資などの効率化を図る企業等のマネジ
メントのこと。またはそのための経営手法、学問的研究、人材を育成するカリキュラムや資格。 
※7 シラバス‥各学校における教科、科目、目標、内容、テキスト、参考図書、指導方法、評価方法などが
記載された教育に関する計画書のこと。 
※8 ティーチング・アシスタント制度‥大学院生による授業補助制度。 
※9 オフィスアワー‥授業に関する質問や学業に関する相談について、教員が研究室で相談に応じることが
出来る時間。 
※10 GPA制度‥Grade Point Averageの略。授業科目ごとの成績評価を５段階（A,B,C,D,E）で評価し、そ
れぞれに対して 4,3,2,1,0 のようにグレードポイントを付与し、この単位あたりの平均を出して、その一

定水準以上を卒業等の要件とする制度。 
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② 厳格な成績評価を実施し、北方キャンパスにおいても早期卒業制度※11の導入を図る。 

                                   （３１） 

③ 優秀な学生に対する表彰制度を全学的に実施する。          （３２） 

④ 全学的に学生の成績表を、個人情報保護条例等に配慮した上で各保護者に送付す

る。                                （３３） 

⑤ 学生の成績データを学術情報総合センターにおいて全学一元的に管理する環境を

整備する。                             （３４） 

  

オ 教育活動の評価システムの整備 

① 教員については、平成１７年度から教育、研究、社会貢献、管理運営を評価対象

とする教員評価システムを導入し、平成１８年度には評価結果の研究費への反映を

図るとともにシステムの検証・修正を行い、平成１９年度を目途に昇任や賞与等そ

の他の処遇について評価結果を反映させることを検討する。       （３５） 

② 効果的な教育プログラムの研究開発、ファカルティ・ディベロップメント(ＦＤ)

活動※12の立案と運営、教育改善活動の企画と円滑な推進を図るため、平成１７年度

中に推進体制を整備する。                      （３６） 

③ 教育の質の向上を図るため、教員に対し博士学位の取得を奨励する。  （３７） 

④ 平成１８年度から学生による授業評価を拡充し、さらに教員による授業自己評価、

授業の相互評価等の導入を検討する。                 （３８） 

⑤ 学生の声を教育の改善に反映させるための方策を決定し、実施する。  （３９） 

 

 

（３）優秀な学生の確保に関する具体的方策 

 ア 大学広報 

① 優秀な学生を全国から確保するため（目標：6,000 名以上の志願者数（一般選抜））、

教職員が一体となって、大学説明会、オープンキャンパス、高校訪問、模擬授業等

を実施する。                            （４０） 

  ② 本学の知名度を向上させ、さらに志願者数を増やすため、大学全体の広報・広聴

機能を強化する体制を構築する。                   （４１） 

  ③ 大学広報の活動拠点として、北九州市東京事務所の機能を活用し、関東圏等から

の志願者を確保するとともに、本学学生の就職支援等の事業を実施する。また北九

州市の海外事務所の活用を図る。                   （４２） 

 

 

                                                   
※11 早期卒業制度‥厳格な成績評価の下で、通常の学生よりも多くの授業課目を優れた成績で修得できる
学生について、修業年限の特例として、3年以上 4年未満の在学で卒業を認める制度。 
※12 ファカルティ・ディベロップメント(ＦＤ)活動‥Faculty Development。教員が授業内容・方法を改善
し、向上させるための組織的な取組の総称である。具体的な例としては、新任教員のための研修会の開催、

教員相互の授業参観の実施などを挙げることができる。 
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 イ 入試選抜方法 

  ① 効果的な選抜方法を実現するため、AO入試※13の導入を検討する。   （４３） 

  ② 入試選抜方法の改善を図るため、選抜方式別に入学した学生の修学・進路状況に

ついて追跡調査を実施する。                     （４４） 

  ③ 優秀な学生、目的意識の明確な学生の入学を促すために、高校との情報交換の強

化を図るための高大連携※14を拡充する。                （４５） 

④ 意欲ある優秀な学生等を積極的に受け入れるため、奨学金制度を含めた支援方策

を検討する。                            （４６） 

  

ウ 社会人の積極的な受入 

① 学部・大学院において、社会人対象の教育システムを充実し、地域から社会人を

積極的に受け入れる。                        （４７） 

 

 エ センターの設置 

① 入学試験の企画、広報、実施など入試業務を一元的に管理運営する「（仮称）入試

センター」を設置する。                       （４８） 

 

 オ 大学院での学生確保 

① 地域企業及び公共団体等から社会人を積極的に受入れるため、基礎学力、意欲、

経験などを評価する総合的な選考方法の導入を図る。          （４９） 

② 平成１８年度を目途に、優秀な学生、留学生及び帰国子女等を念頭に秋季入学の

実施を図る。                            （５０） 

 

 

（４）学生への生活支援・就職支援に関する具体的方策 

 ア 生活・進路相談 

① 生活相談や進路相談窓口担当者と、メンタルケアの専門スタッフ等との連携を深

め、学生の多様な相談に適切に応える体制を整備する。         （５１） 

② 学生が直面する生活上のさまざまなトラブルやハラスメントに対する安全教育と

予防対策を強化する。                        （５２） 

③ 各学部は、休・退学、留年、成績不振者等の実態を調査し、その対応策を講じる。 

                                   （５３） 

 

 イ 学生活動支援 

① 競技会参加、ボランティア活動など学生の自主的活動を奨励する支援体制を強化

                                                   
※13 AO入試‥Admission Officeの略。高校の学業成績や活動記録、面接等を総合的に勘案して行う入学者
選抜。 
※14 高大連携‥高校生が大学についての理解を深めるため、大学の教員が高校で授業を行うなど、大学と
高校との連携した取組。 
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する。                               （５４） 

② サークル会館、課外活動施設等を順次整備する。           （５５） 

 

 ウ 就職・進路支援 

① 学生に対する就職意欲の醸成や求人情報の提供、就職先の開拓など学部を中心と

した全学的な就職支援体制を確立、強化するとともに、公務員試験や各種国家試験

の合格率、大学院進学率の向上を図る。                （５６） 

② 企業ニーズや社会に適合できる人材を育成するため、実効的なインターンシップ※

15システムを構築する。                       （５７） 

③ 就職に関して民間のノウハウや人材を活用する。           （５８） 

 

エ センターの設置 

① 「（仮称）キャリア(就職・進路)支援センター」を設置し、低学年次のキャリア教

育と高学年次の実践的就職支援を充実強化する。（目標：就職率９０％以上）（５９） 

 

 

（５）教育研究の実施体制の整備に関する具体的方策 

 ア 教育研究組織の整備 

① 各学部・大学院等の教育目標を達成するために、現行の各部局の教員配置状況を

見直し、全学的観点にたった柔軟で実効的な教育実施体制を構築する。  （６０） 

② 社会的要請に応えるために、平成１９年度を目途に学部・学科及び大学院の新設・

再編並びに昼夜開講制の見直しを図る。                （６１） 

③ 教育の個性化、高度化を図るために、平成１９年度を目途に北方キャンパスの文

系４学部の再編を図る。                       （６２） 

  ④ 現行の全学教育システムを抜本的に見直し、平成１９年度を目途に英語、情報教

育等を全学的に実施する「（仮称）共通教育センター」の設置を図る。  【再掲３】 

  ⑤ 教職員の総数及び総人件費の管理は、適正な人員配置を基本とする人員計画に基

づき実施する。                           （６３） 

  ⑥ 教授半数制※16の見直しを実施する。                 （６４） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※15 インターンシップ‥大学と企業などが協力して、学生が自らの専攻や将来の職業に関連した就業体験
をすることを授業の中に取り込むこと。 
※16 教授半数制‥「教授」は教員の半数以下とする制度。 
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２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

（１）目指すべき研究の方向と水準に関する具体的方策 

  

① 地域文化研究や産学協同研究など実践的、応用的研究を推進するため、人文・社

会科学分野における研究活動の高度化を図る。             （６５） 

 

 ア 重点研究分野 

① 重点的研究分野、先端的研究分野で優れた研究成果を創出し、国際水準の研究拠

点を形成する。                           （６６） 

② 地域社会のニーズ及び研究遂行ポテンシャルが高いと思われる環境・情報・バイ

オ・ナノ※17等の学際的・先端的研究を展開する。            （６７） 

 

 イ 研究成果の還元 

① 重点研究分野を中心として、本学における研究成果を地域社会に還元し、産業を

支援することにより、地域経済の活性化に貢献する。          （６８） 

 

 ウ 東アジア研究 

① 東アジアとの地理的近接性を活かして、独自の東アジア研究を本学の特色として

推進し、アジアの発展を担う高度な人材の育成とアジアに開かれた研究拠点の形成

を図る。                              （６９） 

 

 エ 研究水準の向上 

① 国際学会、国際会議・シンポジウムの積極的な開催や国際的な研究プロジェクト

への参画などによって研究水準を高める。               （７０） 

 

 オ 地域課題に関する研究 

① 「環境未来都市づくり」など北九州地域の目指す方向や問題を研究課題として積

極的に取り上げ、地域の問題解決能力、政策立案能力をもつ高度な人材を育成する。 

 （７１） 

② 北九州地域の課題を解決するための政策的、学際的研究を開拓し、支援する。 

 （７２） 

 

 

 

                                                   
※17 ナノ‥ナノテクノロジーの略。物質の特性を決定する構造（例えば、結晶の大きさ、膜の厚さ、粒子
の直径など）の少なくとも一つが、ナノメートル（nm：１メートルの１０億分の１）で定義できる大きさ
を持った物質を創製すること、及びそれらの物質を組み合わせて、コンピューターや通信装置、微小機械

などを創製する技術。 
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（２）研究の実施体制の整備に関する具体的方策 

ア プロジェクトの誘致・推進 

① 企業等との包括的な連携を進めるなど、研究プロジェクトを誘致、確保する。 

                                      （７３） 

② 北九州学術研究都市の地域内に研究プロジェクトを誘致できるスペースと施設を

確保する。                             （７４） 

③ 国の教育研究拠点形成事業等国家プロジェクトでの採択を目指して、学内におけ

る研究実施体制を強化する。                      （７５） 

 

イ 共同研究 

① (財)国際東アジア研究センター（ICSEAD）等との連携を強め、共同研究の拠点とし

ての機能を強化する。                        （７６） 

② 地域の産業力向上につながる産業技術シーズの開発・事業化の推進を目的とする

時限的な共同研究機関として、技術開発センター群※18を設置する。    （７７） 

③ 学内の共同利用施設を地域の大学・企業等に積極的に開放し、相互利用や共同研

究を推進するとともに、北方、ひびきの両キャンパス間での学内横断的な共同研究

を進める仕組みを構築する。                     （７８） 

④ 国、県、市等の中小企業指導部門との連携を強め、地域の企業との共同研究等を

強化する。                             （７９） 

⑤ 国内外の大学との共同研究を強化する。               （８０） 

 

 ウ 人材の活用・研究環境の整備 

① 伝統的な基礎研究分野と先端的な重点研究分野のバランスを図り、大学全体の戦

略的視点から研究分野の選択と重点化、教員の弾力的活用を実施する。  （８１） 

② 各学部、各研究科、北九州産業社会研究所と、(財)国際東アジア研究センター

（ICSEAD）など北九州市の学術研究機関との間で人事交流や研究交流を活発化させ

る。                                （８２） 

③ 教員再任用制度（任期制）等を活用して、国内外の優れた教員を確保する体制を

整備する。                             （８３） 

④ 研究の活性化、人材の育成・確保の観点から、サバティカル制度※19等の導入を図

る。                                （８４） 

⑤ 若手教員の研究を積極的に支援するため、一律定額の研究費の配分に加えて、研

究評価結果に基づく競争的配分システムを構築する。          （８５） 

⑥ 優れた研究成果を達成するために、情報設備等の研究環境を整備する。 （８６） 

                                                   
※18 技術開発センター群‥北九州市立大学を中心として学研都市に設置されるセンターの総称。例えば「エ
コデザイン研究センター」（Ｈ１６年度設置済）、「循環技術研究センター」、「地域エネルギー環境開発セン

ター」、「集積システム設計環境研究センター」など。 
※19 サバティカル制度‥大学の教員が、一定年限毎に研究以外の職務を免除されて、場所を変えて研究に
専念する期間。類似の制度として、研究のみに従事する「研究主担当制度」などがある。 
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 エ 産学官連携と地域への還元 

① 産学官連携を推進するために、全学的な組織体制を整備する。     （８７） 

② 地域の産業力向上につながる産業技術シーズの開発・事業化の推進を目的とする

時限的な共同研究機関として、技術開発センター群を設置する。【再掲７７】 

③ 「北九州ヒューマンテクノクラスター構想」※20を推進し、システム LSI※21を軸

とした新産業の創出を図る。                     （８８） 

  ④ 中小企業の技術支援に努め、北九州エコタウンとの連携、大学発ベンチャーの育

成などを図る。                           （８９） 

⑤ 社会科学分野での産学官連携を推進するため、地域企業や企業団体と連携し、企

業経営のアドバイスや企業法務等の相談事業などを実施する。      （９０） 

⑥ 国・県の委託事業である「地域再就職希望者支援訓練事業」等の人材育成事業を

積極的に実施する。                         （９１） 

⑦ 北九州地域の産業経済、社会福祉、教育及び歴史文化に係わるニーズや諸課題に

ついて、学際的、総合的、客観的な立場から調査研究を行い、研修会や報告会等を

通して課題解決に向けた政策提言や人材育成等を行う。         （９２） 

  ⑧ 産学官連携に関する利益相反※22の方針・ルールを定める。       （９３） 

 

 

（３）研究評価と成果の管理に関する具体的方策 

 ア 研究活動の評価 

① 研究活動を活性化させるため、全教員を対象に研究活動の評価を実施するととも

に、教員及び部局等の研究成果を公表する。              （９４） 

 

 イ 知的財産の管理等 

① (財)北九州産業学術推進機構と連携して、研究成果を知的財産化するとともに、そ

れらを適正に管理し、有効に活用する。                （９５） 

② すべての研究分野を対象とした知的財産等に関する全学的ルール※23を確立する。 

                                   （９６） 

 

 

 

                                                   
※20 北九州ヒューマンテクノクラスター構想‥文部科学省の「知的クラスター創生事業」（平成１４年度か
ら新たに文部科学省が策定した産学行政の連携事業で、「地域（自治体）の主体性を重視し、知的創造の拠

点である大学等の公的研究機関を核とし、関連研究機関、研究開発型企業等が集積する研究開発能力の拠

点（知的クラスター）の創成を目指す」事業）において指定された、システム LSI研究拠点に北九州独自
の環境と生命体関連マイクロ・ナノ分野の研究成果を積みあげ、ヒューマンテクノロジーに基軸を置く産

業発進を目指した構想。 
※21 システム LSI‥Large-Scale Integrated circuit の略。集積回路の一。多層化・微細化などにより IC 
よりさらに素子の集積度を高くしたものをさす。高密度集積回路。 
※22 利益相反‥大学での教育・研究上の責務と外部連携活動に伴う個人的利益との調整・調和の問題。 
※23 知的財産等に関する全学的ルール‥特許の帰属や管理を定めた知的財産ポリシー。 
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３ 社会貢献に関する目標を達成するための措置 

 

（１）教育機関との連携に関する具体的方策 

 ア 他大学等との連携 

① 北九州地域コンソーシアム※24の形成も視野に、教育研究や社会貢献での連携を強

化していくため、単位互換や共同授業などの実施に向けた調整を図る。  （９７） 

② 北九州学術研究都市に立地する大学院等との教育研究面の連携を一層強化する。 

                                     （９８） 

 

 イ 初中等教育機関等との連携 

① 高校生が本学の授業を聴講できる「体験入学制度」や科目等履修生制度等につい

て検討する。                            （９９） 

② 高校の「総合学習の時間」への協力、支援を実施する。       （１００） 

③ 市教育委員会と連携し、市内の初中等教育機関に対するキャリア教育プログラム

や英語、科学技術など実践的教育プログラムの提供並びに中高校生を対象とした出

前授業などの実施を検討する。                   （１０１） 

④ 「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」※25に採択された地域密着型環境教育プ

ログラムを実践することにより、その成果を積極的に地域に還元する。 （１０２） 

 

 

（２）地域社会との連携に関する具体的方策 

ア 生涯学習の推進 

① 地域社会のニーズに的確に対応するために、現行の公開講座委員会の改組・拡充

を図り、地域連携事業を全学一元的に企画、運営、評価する体制を整備する。 

（１０３） 

② 市民向けの新たな修学制度※26の創設を検討するとともに、公開講座の充実を図る。

（１０４） 

 

 イ 市民サービスの向上 

① 本学の専門知識を活かした市民向け相談窓口の開設を図る。     （１０５） 

    ② 市民のスキルアップを支援していくため、情報処理資格受験講座、語学検定受験講

                                                   
※24 コンソーシアム‥協会、組合の意。複数の大学が連携して、単位互換や公開講座等を行う。 
※25 「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」‥文部科学省が実施する大学教育改革の支援プログラム。
各種審議会からの提言等社会的要請の強い政策課題に対応したテーマ設定について、各大学の特に優れた

教育プロジェクト（取組）を選定、財政支援を行うことで高等教育の更なる活性化を促進することを目的

としたもの。 
※26 市民向けの新たな就学制度‥例えば、「パートタイム」学生制度（会社員や主婦など社会人が通常の卒
業年限を超えて大学に通い、学位を取得できる制度。）や「聴講生」制度（科目等履修生と同様に、学部、

研究科が定めた特定の授業を正規の学生とともに受講できる制度。ただし、科目等履修生と異なり、単位

は取得することができない。）が考えられる。 
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座、各種ビジネス専門資格講座、ものづくりのための技能・技術資格講座などの開設 

  を図る。                                （１０６） 

③ ビジネスマンや地域企業経営者を対象とするマネジメント講座の充実、経営者セ

ミナーの開催、地域企業交流サロン、ビジネス相談室、都心部におけるサテライト

キャンパスの開設等を検討し、地域企業活性化の人材育成拠点を形成する。（１０７） 

④ 図書館、教室、体育館、グラウンドなど大学施設の開放を図る。   （１０８） 

 

ウ 国や地方自治体との連携 

① 国や地方自治体の各種審議会・委員会に積極的に参画し、政策形成面で貢献する。 

                                  （１０９） 

② 地方自治体と連携し、自治体職員の能力開発、研修等に対するプログラムの開発

を検討する。                           （１１０） 

 

 エ 地域・後援会等との連携 

① 本学ОＢ等と大学の共同の取組を推進するため、後援会、同窓会との連携を強化

する。                              （１１１） 

② 自治会等地域住民団体や非営利組織（ＮＰＯ）との連携を強化する。 （１１２） 

 

 

（３）国際交流の推進に関する具体的方策 

ア アジアの学術研究拠点の形成 

① 東アジア地域の意欲ある学生、優秀な学生を積極的に受け入れる体制を構築し、

アジアの発展に貢献する高度の人材育成拠点を形成する。      （１１３） 

② 中国、韓国など東アジア地域の大学等との研究交流や共同研究を行うことにより、

アジアの学術研究拠点を形成する。                 （１１４） 

③ 地方自治体、独立行政法人国際協力機構と連携して、東アジア地域を中心とした

国際協力事業への取組を強化する。                 （１１５） 

 

 イ 国際交流体制の充実 

① 留学生交流や教育研究上の交流を積極的に推進するため、国際教育交流センター

の運営体制の整備･充実･再編等を実施する。             （１１６） 

  ② 留学生向け奨学金の確保、日本語教育の実施、生活上の相談機能の充実及び留学

生後援会との連携など受入れ体制や支援体制を整備する。       （１１７） 
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 ウ 留学生等との交流促進 

① 日本語教育と専門教育を通じて世界と地域をつなぐ人材を育成するため、特に東

アジア地域からの優秀な留学生を積極的に受け入れる。        （１１８） 

② 海外の大学との学術交流協定をさらに促進し、学生の海外留学、教職員の海外派

遣を効果的に実施できる体制を整備する。              （１１９） 

③ 交換留学制度の整備、単位互換制度の確立により、留学生を積極的に受け入れる。 

   （１２０） 

  ④ 優れた外国人研究者を積極的に受け入れる。            （１２１） 

 

 エ 地域の国際化 

① 市民向け多文化理解講座を企画、実施する。            （１２２） 

② 国際教育交流センターを中心として、市民と留学生との交流や地域ボランティア

団体、非営利組織（ＮＰＯ）との交流を強化する。          （１２３） 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 経営戦略を実現する機動的な運営に関する目標を達成するための措置 

 

（１）機動的な運営体制の確立に関する具体的方策 

 ア 大学運営 

  ① 理事長及び学長のリーダーシップのもとで、計画的で機動的な大学運営を実施す

る。                               （１２４） 

  ② 理事長及び学長と各学部教員等との意思疎通を図るために、学部長等会議等を積

極的に活用する。                         （１２５） 

  ③ 学部・学科・大学院等の再編、専門職大学院の設置等学部・学科・各研究科等の

枠を超えた大学全体の課題について企画・立案・執行・調整等を行うため、企画戦

略組織の体制を整備する。                     （１２６） 

  ④ 現行の各種委員会方式を抜本的に見直し、委員会の統廃合など、意思決定を迅速

化し、機動的な運営体制を整備する。                （１２７） 

 

 イ 学部運営 

  ① 平成１７年度から意思決定の迅速化と機動的な学部運営を実現するため、教授会

審議事項の精選及び常任委員会の活用を図る。            （１２８） 

  ② 平成１７年度から、学部長の選出方法を見直し、学部長等の権限の明確化及び補

佐体制の充実を図る。                       （１２９） 

  ③ 学部等の戦略的、機動的な運営を推進するため、学部長等による教員配置、予算

配分等の運用システムの導入を図る。                （１３０） 

 

 

（２）学内資源の効果的な活用に関する具体的方策 

 ア 戦略的な資源配分 

  ① 各学部・大学院等の教育目標を達成するために、現行の各部局の教員配置を見直

し、全学的観点にたった柔軟で実効的な教育実施体制を構築する。【再掲６０】 

  ② 伝統的な基礎研究分野と先端的な重点研究分野のバランスを図り、大学全体の戦

略的視点から研究分野の選択と重点化、教員の弾力的活用を実施する。【再掲８１】 

  ③ 予算は、経営戦略の観点を踏まえて編成するとともに、理事長及び学長による戦

略的な配分システムを導入する。                  （１３１） 

  ④ 各教員に対する研究費配分は、教育研究の基盤を確保する「基礎的配分」、評価結

果に基づく「競争的配分」、地域貢献など政策的課題を達成するための「政策的配分」

の考え方を取り入れるなど効果的な配分を実施する。         （１３２） 
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 イ 教職員の一体的運営 

  ① 教員と事務職員の役割分担を明確にするとともに、教職員が一体となって事業の

企画・立案、執行に参画できるシステムを構築する。         （１３３） 

 

 

（３）外部の知見の積極的な活用に関する具体的方策 

  

  ① 学外の有識者や専門家を幅広く登用し、学外の専門的な知見を大学運営に積極的

に活用する。                           （１３４） 

  ② 社会に開かれた大学を実現するため、地域社会のさまざまな意見を大学運営に反

映させるための方策を検討する。                  （１３５） 

 

 

２ 人事の適正化に関する具体的方策 

 ア 評価制度の確立 

  ① 教員については、平成１７年度から教育、研究、社会貢献、管理運営を評価対象

とする教員評価システムを導入し、平成１８年度には評価結果の研究費への反映を

図るとともにシステムの検証・修正を行い、平成１９年度を目途に昇任や賞与等そ

の他の処遇について評価結果を反映させることを検討する。【再掲３５】 

  ② 事務職員については、平成１７年度から能力、資格、職責、成果などを適切に評

価する人事評価制度を導入し、平成１９年度を目途に昇任や賞与等その他の処遇に

ついて評価結果を反映させることを検討する。            （１３６） 

 

 イ 教員人事制度の構築 

  ① 各学部等の特質、教育研究活動の特性、職務や職種の専門性、継続性などに応じ

て柔軟で多様な採用形態、勤務形態を可能とする人事制度を導入する。 （１３７） 

  ② 教員評価システムの導入状況を踏まえ、定年制の弾力的運用や教員再任用制度（任

期制）など、より柔軟な人事制度の導入を検討する。         （１３８） 

  ③ 年俸制の導入について検討する。                 （１３９） 

  ④ 研究の活性化、人材の育成・確保の観点から、サバティカル制度等の導入を図る。

【再掲８４】 

 

 ウ 事務職員の資質の向上 

  ① 事務職員に対する研修計画（財務会計や人事労務管理などを含む中長期計画およ

び年次計画）を作成し、実効性のある研修を実施する。        （１４０） 

  ② 事務職員の資質の向上と人材の育成を図るため、北九州市をはじめとする公共的

団体、他大学並びに民間企業との交流を実施する。          （１４１） 

 

 



15 

③ 事務職員については、学内で開講されている授業の受講を認める制度を導入する。

また、海外派遣制度及び国内留学制度等の導入を図る。        （１４２） 

 

 エ 優秀な人材の確保・活用 

  ① 女性教員及び女性事務職員の登用の拡大を図る。          （１４３） 

  ② 優秀な外国人教員を積極的に採用するため、任期、応募資格など現行の外国人教

師制度の見直しを図る。                      （１４４） 

  ③ 職員の採用にあたり、本来の職務能力に加えて、語学力や資格を備えることを要

件とするなど、業務の特性に配慮した人事制度を導入する。      （１４５） 

  ④ 大学経営や大学行政､就職、入試、広報、研究協力など大学運営特有の分野には、

高度で専門的な知識や経験を有する人材の配置を図る。        （１４６） 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 自立性の高い財務運営の確立に関する具体的方策 

 

 ア 外部資金の獲得 

  ① 受託研究費、共同研究費、奨学寄附金、科学研究費補助金などの外部研究資金に

ついて、年間５億円程度の確保を目指す。              （１４７） 

  ② 教員の科学研究費補助金への申請を原則的に義務付ける。      （１４８） 

  ③ 外部研究資金の獲得を促すため、資金獲得者に対し優遇措置を講ずるなど、柔軟

なシステムの導入を図る。                     （１４９） 

  ④ 各種研究助成金等の公募情報を収集・提供する体制を整備し、申請書類の作成や

基礎データの蓄積などの支援システムを構築する。          （１５０） 

 

 イ 研究費の柔軟な執行 

  ① 獲得した外部研究資金や内部研究費について、柔軟な執行手続きを整備する。 

 （１５１） 

 

 ウ 自主財源の充実 

  ① 教育内容や環境の整備状況、他大学の動向、社会状況の変化等を総合的に勘案し

て、授業料等の負担のあり方について全般的に検討する。       （１５２） 

  ② 大学の自己財源の獲得・増加を図るため、学外機関等との共同利用を推進するな

ど本学の保有する施設・機器・知的財産を活用する。         （１５３） 
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 エ 経営の効率化 

  ① 民間委託や発注方法の見直し、ファームバンキングシステム※27の導入による支払

事務の効率化等により管理的経費の節減を図る。           （１５４） 

  ② 教職員の総数及び総人件費の管理は、適正な人員配置を基本とする人員計画に基

づき実施する。【再掲６３】 

 

２ 適正な資産管理に関する具体的方策 

 

  ① 資産を全学的に一括して管理・運用する組織体制を整備する。    （１５５） 

  ② 本学の施設、体育館、グラウンド等の有料貸与のあり方について見直す。（１５６） 

  ③ すべての研究分野を対象とした知的財産等に関する全学的ルールを確立する。【再

掲９６】 

 

 

Ⅳ 教育研究及び組織運営に関する自己点検評価並びに当該状況に係る情報の

提供に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

① 目標・計画の立案とその成果を評価するための自己点検評価体制を確立する。 

 （１５７） 

  ② 自己点検評価や第三者評価機関による評価結果を、大学運営の改善のために活用

する。                              （１５８） 

  ③ 自己点検評価の結果及びシラバスや研究成果等の教育研究活動に関する情報を積

極的に公開する。                         （１５９） 

  ④ 中期計画については、自己点検評価や第三者評価の結果を踏まえ、計画の進捗状

況や社会状況等を考慮して柔軟に見直す。              （１６０） 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 施設設備の整備等に関する具体的方策 

 

  ① 本学の教育研究機能を充実させるために、長期の施設整備計画を策定する。 

 （１６１） 

  ② 教育研究環境の充実はもとより、景観や環境への配慮及び女子学生向けの施設整

備など、良好なキャンパス環境を整備する。             （１６２） 

   

                                                   
※27 ファームバンキングシステム‥通信回線を使って、企業から銀行などの金融機関のサービスを利用す
ること。預金の残高照会、入出金照会、口座振り込み、振替などの基本的なサービスに加え、複数銀行へ

の総合振込や給与振込、個人住民税納付、外国為替送金などの機能が利用できる。 



17 

③ 地域企業活性化の人材育成拠点の形成を目指し、都心部におけるサテライトキャ

ンパスの開設を検討する。【一部再掲１０７】                   

 

２ 安全管理等に関する具体的方策 

 ア 安全衛生管理 

  ① 安全衛生管理を総合的に行う体制を整備する。           （１６３） 

  ② 定期健康診断など教職員の健康管理を適切に実施する。       （１６４） 

  ③ 学内での事故防止策として、実験・研究用安全管理マニュアルの周知徹底や研修・

啓発、新入生オリエンテーションや講演会での意識啓発・安全指導を実施する。 

 （１６５） 

④ 照明、街灯の整備など周辺環境における安全管理のあり方について検討する。 

                                    （１６６） 

  

 イ 情報セキュリティ 

  ① 情報セキュリティポリシー※28に基づき、情報セキュリティの対策マニュアルの作

成や研修等を実施する。                       （１６７） 

 

３ 人権の啓発に関する具体的方策 

 

 ア 人権意識の啓発 

  ① セクシュアル・ハラスメントやアカデミック・ハラスメント※29等を防止するため、

教職員及び学生に対する研修会や講演会等を実施する。        （１６８） 

  ② 人権を尊重し、キャンパスマナーを自覚できる環境を形成するため、「北九州市人

権・同和行政の基本方針」を踏まえ、教職員及び学生に対する人権研修会等を実施

する。                              （１６９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※28 情報セキュリティポリシー‥組織の中にある「情報」を守り安全に運用するための方針や規定、運用
手順など対策や規約をまとめたもの。 
※29 アカデミック・ハラスメント‥上司の教授からの研究妨害や昇任差別など教育研究の場での権力を利
用した嫌がらせのこと。 
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Ⅵ 予算 

 

 １ 予算（平成１７年度～平成２２年度） 

 （単位：百万円）     

区  分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

  うち授業料等収入 

    その他 

 受託研究等収入 

  うち外部研究資金 

    その他 

 施設整備補助金 

 

       計 

 

１４，１７３ 

２２，３５０ 

２１，９８４ 

３６６ 

３，２７０ 

３，００６ 

２６４ 

９６０ 

 

４０，７５３ 

支出 

 業務費 

  うち教育研究活動経費 

    管理運営経費 

 受託研究等経費 

  うち外部研究資金 

    その他 

 施設・設備整備費 

 

       計 

 

３６，２３５ 

２５，２４２ 

１０，９９３ 

３，２６４ 

３，００６ 

２５８ 

１，２５４ 

 

４０，７５３ 

〔人件費の見積り〕    

  中期目標期間中総額２４，１３８百万円を支出する。 

平成１８年度以降の人件費の見積りについては、平成１７年度の役員及び教職員の人

件費の見積り額と同額で試算している。 

  退職手当については、公立大学法人北九州市立大学が定める規程に基づいて支給する

が、運営費交付金として措置される額は、各事業年度の予算編成過程において北九州市職

員退職手当支給条例を基準として算定される。 

     

〔運営費交付金の算定方法〕     

  毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の経費区分に基づき、それぞれ

の対応する方法により算定し、次の算式により決定する。     

  運営費交付金＝（①＋②＋③＋④＋⑤）－⑥ 
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①【人件費】 

 ・教職員の人件費相当額。 

 前年度の定数を基準に必要となる人員数に基づき所要額を算定。 

②【一般管理費】     

 ・施設維持管理、内部管理運営等に要する経費相当額。 

  北九州市の予算編成における調整基準に準拠して算定。 

③【教育研究経費】     

 ・大学の教育研究活動で必要となる経費相当額。 

 前年度の水準確保に必要となる所要額を算定。 

④【法人化新規発生経費】     

 ・法人化に伴い新たに発生する経費（役員報酬、監査法人経費等）相当額。 

  経常的なものとして、必要とされる個別事業毎に所要額を算定。 

⑤【その他経費】 

 ・臨時的に必要となる経費相当額。     

  中期計画を基準に各事業年度の事業実態に応じて必要とされる個別事業毎に所要額

を算定。 

⑥【自主財源】 

 ・外部研究資金を除く授業料、入学金等の収入。 

       

注） 運営費交付金は、上記算定方法に基づき、一定の仮定※の下に試算されたものであり、

各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において当該方法を適用して再計

算され、決定される。（算定方法は平成１９年度を目途に見直しを図る予定。） 

※ 平成１８年度以降の一般管理費で、平成１７年度予算額から毎事業年度１％程度の経費節減を

見込んだ他は、平成１７年度と同条件と仮定した。 

 

注） 授業料等収入については、授業料、入学金、入学検定料を対象としており、平成１７

年度の各単価と平成１７年度の学生数を基準に試算した収入予定額を計上している。 

     

注） その他の収入については、平成１８年度以降は平成１７年度予算額と同額で試算した

収入予定額を計上している。 

     

注） 受託研究等収入については、中期計画に掲げる目標額及び各事業の継続を前提として、

収入予定額を計上している。 

     

注） 施設整備補助金については、平成１８年度以降は平成１７年度予算額と同額で試算し

た収入予定額を計上している。 

 

注） 教育研究活動経費については、平成１８年度以降は平成１７年度予算と同額で試算し

た支出予定額を計上している。 
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注） 管理運営経費については、平成１８年度以降は平成１７年度予算額から毎事業年度

１％程度の経費節減を見込んで支出予定額を計上している。   

  

注） 受託研究等経費については、受託研究等収入により行われる事業経費を計上している。

     

注） 施設・設備整備費については、施設・設備の整備に関する事業経費を計上している。 

 

 

 ２ 収支計画（平成１７年度～平成２２年度） 

（単位：百万円）     

区  分 金  額 

費用の部 

 業務費 

  教育研究経費 

  受託研究費等 

  役員人件費 

  教員人件費 

  職員人件費 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

 減価償却費 

４３，５７６ 

３５，２０８ 

８，７０６ 

２，３６４ 

４９８ 

１８，４２６ 

５，２１４ 

５，２８１ 

０ 

０ 

３，０８７ 

収入の部 

 運営費交付金収益 

 授業料収益 

 入学金収益 

 検定料収益 

 受託研究等収益 

 寄付金収益 

 財務収益 

 雑益 

 資産見返物品受贈額戻入 

４３，５７６ 

１３，８７９ 

１８，９４８ 

３，２９４ 

７３２ 

２，３７０ 

９００ 

０ 

３６６ 

３，０８７ 

純利益 

総利益 

０ 

０ 

 

注） 受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

 

注） 受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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３ 資金計画（平成１７年度～平成２２年度） 

（単位：百万円）    

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期計画の期間への繰越金 

４０，８３８ 

３９，４９９ 

１， ２５４ 

０ 

８５ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等による収入 

  受託研究等による収入 

  その他収入 

 投資活動による収入 

  施設整備補助金による収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標の期間よりの繰越金 

４０，８３８ 

３９，７９３ 

１４，１７３ 

２１，９８４ 

３，２７０ 

３６６ 

９６０ 

９６０ 

０ 

８５ 

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 

 ・限度額 

  法人化後の年間運営費（約７０億円程度）の概ね１か月分相当額（約７億円程度） 

 ・想定される理由 

  運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等のため。 

 

 

Ⅷ 重要な財産の譲渡、又は担保に供する計画 

 

 予定なし 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充て

る。 
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